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〈研究ノート〉

精神疾患発症予防の国内外の取り組みの現状と到達点

　

名城　健二

要　約

　国内外における精神疾患発症予防の取り組みの現状は、医療機関をベースに思春期

の若者を対象に行われている。精神疾患の発症が、遺伝要因に加えて、貧困や暴力的

な家庭環境である環境要因が加わるとリスクが高まることを考えると、生活支援を基

軸とする生活モデルの予防システムが求められる。今後は、母子保健と児童福祉、精

神保健サービスが連動する形で母親の妊娠期や子の乳幼児期から超早期予防的に関わ

る地域ケアシステムの構築が必要である。
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はじめに

　精神疾患の発症は、遺伝要因と環境要因の関連性が示唆されている（Jin,2010）。遺伝的な精

神疾患発症の脆弱性に加え、ストレスとなる環境要因が加わることで発症するという考えであ

り、環境要因とは、貧困や暴力的な生活環境等である。その中で、暴力的な生活環境が人に与

える悪影響は図り知れなく、家庭内の暴力であるファミリーバイオレンス（以下 FV）が子ども

の乳幼児期の成長過程において精神的に負の影響を与え（森田 ,2010）、後々の精神的な不調に

もつながる。FV が起きやすい生活環境は、若年出産や貧困、母親の精神的な疾患等が挙げられ

ている（小林 ,2005）。貧困と児童虐待や FV との関連性、FV と精神疾患発症との関連性（Eric

ら ,2005, 小椋 a,2010,Maria ら ,2013）、これらの課題が世代間連鎖する可能性（Ronald ら ,2009,

駒村ら ,2011, 久保田 ,2010）、メンタルヘルスの課題を抱える親に育てられる子どもがメンタル

ヘルスの課題を抱えるリスクが高い（Joanna ,2001, 山中 ,2009）ことも指摘されている。生活

の不安定が情緒の不安定となり、暴力につながる可能性を考えると生活支援の重要性が分かる。

筆者の調査によると、精神疾患を発症した人の乳幼児期の生活環境に貧困や暴力との関連性が

示唆された（名城 a,2013）。

　さらに、World Health Organization （以下 WHO）は、メンタルヘルスの課題を抱えるリス

ク要因として孤立と疎外や教育不足、失業などを挙げている（WHO,2004）。メンタルヘルスや

何らかの課題を抱える母親と暮らす子どもの将来における精神疾患発症を予防するという観点

から、母親の妊娠期から生活環境に焦点を充て、家族支援することは極めて重要と考える。

　本論は、精神疾患発症予防の国内外の取り組みの現状を明らかにし、今後の研究につなげる

ことを目的とする。
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Ⅰ　調査方法

　本論に関する国内外の文献より現状を調査する。

Ⅱ　用語の整理

　本論において、精神疾患とは統合失調症や気分障害（うつ病、躁うつ病）、精神作用物質（薬物、

アルコール）依存とし、メンタルヘルスとはこれらを含む、不眠症や不安障害などの日常生活

において、何らかの精神的な不安を抱えている状態とする。

Ⅲ　調査結果

１　国内における取組の現状

　（１）医療機関における取組

　国内の精神疾患発症の予防的な取り組みは、2000 年以降から東邦大学医療センターや東北大

学病院精神科、富山大学付属病院神経精神科、東京大学医学部付属病院精神科、東京都立松沢

病院が思春期の若者を対象に、外来において精神症状の前駆期にいかに早期に関わるかという

取り組みが行われている。三重県立こころの医療センターは、2008 年より多職種協働早期支援

チームをベースに、教育現場と連携し精神疾患が疑われる子どもの早期発見・対応のシステム

を構築している（山本 a,2016）。ただし、国内のいずれの医療機関も思春期を対象にしているこ

とから、それ以前の乳幼児期の精神疾患発症の要因となり得る貧困や暴力的な家庭環境の影響

による精神的なストレス、心的外傷の予防には十分なアプローチができていないと考える。

　（２）母子保健レベルでの取り組み

　出産後の母親の 10% ～ 20% は、産後うつ状態になると言われている（吉田 a,2005）。母親の

うつ状態は、初期の母子関係や子どもの情緒面にも負の影響を与え (Cooper,Murray,1998)、子

どもの将来のメンタル的な課題を抱えるリスク要因につながる。産後うつ病後の母子愛着障害

の影響を減らすことも目的に、医療機関と保健所が連携した母子保健プログラムの作成や（吉

田 b,2001）1948 年にイギリスで始まり国内でも試行的に行われた産後うつ病の母親とその乳

児を入院させる母子精神科ユニットの取り組み（岡野 a,2009）がある。

　母子保健プログラム作成の取り組みは、地域の助産師や保健師の教育方法や訪問を希望しな

い母親の働きかけ、精神科受診が必要と思われても受診を拒否された時などの対応方法の課題

が明確化されている。精神科ユニットの取り組みは、現在厚生労働省の地域子ども子育て支援

事業の産後ケア事業（1/2 補助事業）につながり、宿泊型と通所型、訪問型サービスとして提

供されているが、全国的な取り組みには至っていない。その理由に、市区町村の予算面や事業

利用の対象者が産後 4 か月未満や家族からの援助が受けられない母子、母親に心身の不調や育

児に不安がある人に限定されていること、事業を受託する施設の不足があると思われる。厚生

労働省は、産後うつ病の予防に関して 2017 年度より産後 2 週間と 1 か月の 2 回分の受診料を、

国と市区町村の１/2 負担の助成金を開始するとしている。出産後の母親のうつ状態の改善や、

母子の健全な愛着形成につながるサービスになることを強く期待したい。

　（３）児童虐待やドメスティック・バイオレンス予防の取り組み

　精神疾患を発症する要因の一つである乳幼児や児童期における児童虐待の予防の現状は、市



－ 113 －

精神疾患発症予防の国内外の取り組みの現状と到達点

区町村に勤務する保健師を中心に妊娠期、乳幼児期から積極的に行われている。乳幼児の家庭

を訪問し母子支援を行う「新生児訪問事業」や「乳児家庭全戸訪問事業」は、早期に課題を抱

える家庭に関わることができる重要なサービスであるが、必ずしも全ての対象者が訪問を受け

入れている訳ではない（来生 ,2009）。母子健康手帳申請時に、児童虐待のリスクアセスメント

を行うことの重要性も指摘されている（佐藤 ,2002）が、プライバシーな情報の事情を知られた

くないという妊婦の存在（益邑 ,2013）やその情報を聞き出すスキルがスタッフ側に不十分な可

能性もあり、上手く対応できてない現状がある。

　ドメスティック・バイオレンス（DV）の対応は、行政機関の児童福祉と母子保健の窓口で

連携の取り方が工夫されているが、常に上手く行えているとは限らず、母子保健から児童福祉

への情報提供が不十分な場合もある。そのために、特に課題を抱える世帯は地域において継続

的な支援を要するにも関わらず、情報共有が不十分で支援が途絶えてしまう傾向がある（名城

b,2013）。また、市区町村設置の要保護児童対策地域協議会は、要保護児童等を早期に発見する

ことも目的の一つであるが、主に家庭の課題が深刻化、顕在化した時に対応の検討を行ってい

るために予防的な機能を果たしにくい。児童虐待を行う保護者がメンタルヘルスの課題を抱え

ているにも関わらず、児童福祉と精神保健の領域の連携が十分取れていない（松宮・井上 ,2014）

ことや母子と精神保健システムは母子保健と精神保健の大枠で分断され包括的な連携が不十分

（岡野 b,2001）との指摘がある。

　（４）教育機関における精神保健リテラシーとしての取り組み

　三重県立こころの医療センターのユース・メンタルヘルスサポートセンター MIE は、2008

年から中学生と高校生を対象に精神保健教育プログラムを学校内にて試行的に実施している。

その内容は、心の病気の理解やストレスとの付き合い方を中心にメンタルヘルスの理解を広め

ている（山本 b,2016）。全国的に東京都（金原ら ,2016）や高知県（下寺 ,2016）、宮城県（大

塚ら ,2016）や他の地域での実践も多くあるが、限られた範囲の取り組みになっており必ずしも

統一されたシステムには至っておらず、教育研究レベルにおける不十分さの指摘もある（小塩

ら ,2013）。

　以上のことから、国内における精神疾患発症予防の取り組みの現状は、医療機関を中心に思

春期の若者を対象に行われている。児童虐待や DV の予防については、行政機関において取

り組みがなされているが、関係機関との連携や継続支援において課題が散見している（名城

c,2016）。また、母子保健と児童福祉、精神保健サービスが連動する形で母親の妊娠期や子の乳

幼児期から精神疾患発症を超早期予防的に、家庭生活支援を継続的に行うシステムとはなって

いない。精神保健リテラシーの取り組みは、精神疾患発症のリスクの高い思春期を対象にして

おり、全国的なシステムとしては機能していない。

２　海外における取組の現状

　1989 年にイギリスのバーミンガムで初の早期介入サービスが誕生し、1992 年にはオース

トラリアメルボルン大学の Mc Gorry らにより早期介入サービスがコミュニティをベースに、

Community Mental health Team（地域精神保健・医療チーム）が作られシステム化されてい

る（岡崎 ,2011）。イギリスは、Early Intervention in Psychosis を中心に精神病状態の早期介

入に特化したサービスが展開し、オーストラリアは Psychosis Prevention and Intervention 
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Center（以下 EPPIC）が研究と実践の発表を積み重ねている。EPPIC は、2002 年に他のサー

ビス部門を組み込み ORYGEN Youth Health を導入し（小椋 b,2016 ）、若者のメンタルヘル

ス問題に焦点化し地域におけるサービスを展開している（Origen,2016）。オーストラリア全土

でサービス化されている head space は、12 歳から 25 歳の若者の精神疾患や精神作用物質乱用

の影響を軽減することを目的に、コミュニティベースに家族や本人からの相談を受けている（名

城 d,2015）。オーストラリアと同様のシステムはシンガポールにもある（INSTITUTE,2016）。

　

　アフリカやアジアの収入が低い国々のメンタルヘルス対策は、学校をベースに学齢児を対象に

教育的な取り組みが行われている（Margaret ら ,2013）。イタリアも学校をベースに、ハンドブッ

クを作成し高校生に対しメンタルヘルスの安定を図るプログラムを提供している（Antonella

ら）。国際的に、精神疾患発症予防に取り組んでいる主な国は、イギリスやカナダ、アメリカ、オー

ストラリアであるが、中でもオーストラリアの ORYGEN の研究・開発は世界をリードしている。

WHO と International Early psychosis Association（IEPA）は、精神疾患の予防に焦点を絞っ

た研究を行い、2004 年の早期精神病宣言にて包括的なプログラムの作成や実践家のトレーニン

グの必要性を示している（WHO,IEPA,2004）。統合失調症に限定した早期介入の研究においては、

精神病未治療期間であるDUP（duration of untreated psychosis）の時期をいかに早期に発見し、

介入するかという視点で（水野ら a,2009）、精神病発症危険状態である ARMS（at-risk-mental 

state）の研究が進められている（水野ら b,2010）。

　文献上、FV の対応や予防については、イギリスやアメリカ、カナダはその深刻さを受け止め

その対応の重要性を認識し、予防サービスがシステム化されている（Nicky ら ,2010,Beverly

ら ,2016,Alison ら ,2007）が、精神疾患発症予防システムとの連続性について論じられている

文献は見受けられない。

　以上のように、精神疾患発症の予防的な取り組みは、国際的な研究と実践も日本と同様に思

春期の若者を中心（Martin ら ,2011,Glen ら ,2011）に展開されている。日本と異なる点は、コミュ

ニティをベースにサービスをシステム化している点であろう。

Ⅳ　考察及び結論

　国内外においても、精神疾患発症の予防活動は、人口内の有病率を減らすために発症時期の

頻度が高い思春期や青年期を対象に二次予防を中心に行われている（小椋 c,2016）のが現状で

ある。乳幼児期の劣悪な生活環境が、思春期以降のメンタルヘルスの問題を抱えるリスクにつ

ながることが指摘されているにも関わらず、精神疾患発症の予防を生活レベルから開始し、人

口内の発生率を減少させることを目的とする一次予防のシステム構築が十分に行われていない

ものと言えよう。今後は、妊娠中あるいは出産後早期から予防や介入の効果についての研究の

必要性（吉田 c,2014）やゴードンの言う一般人口に比べ発症の可能性が高いと考えられる比較

的多数の者を対象とする選択的介入（Godon,1983）ができるシステム構築を試行的に、且つ実

践の効果をより鮮明にするためにも地域を限定した研究、実践が求められると考える。

　統合失調症の妊婦への妊娠中から出産後の医療機関における治療と地域における助産師や関

係機関の包括的な母子支援が生活の質を高め（Osamu,2007）、周産期におけるメンタルヘルス

対策は妊娠期および産後の母親のメンタルヘルス支援だけでなく、子どもの健全な身体的情緒

的発達や夫婦や親子の家族関係の問題まで幅広い支援が求められる（菊池ら ,2016）ことから地
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域における母子支援サービスの重要性が分かる。

精神疾患発症の要因になり得る母親のうつ病への対応や FV 対応の取り組みで、オーストラリ

アのビクトリア州は Maternal and Child Health Nurses（母子保健看護師）が、地域の母子保

健センターにて乳幼児の健診時に子どもの健康や発達状態の確認に加え、母親のうつ病や家庭

内の暴力の有無、経済的な不安はないか等のアセスメントを行い、状況に応じて関係機関につ

なぐシステムとなっている（名城 e,2015,Karen ら ,2015）。FV の対応は、警察署や学校、裁判所、

病院、行政等の関係機関が、共通のアセスメントシートを使用し迅速に対応できるシステムに

なっており（名城 f,2014）、家庭内における暴力や精神疾患発症の予防において有効に機能して

いる。ビクトリア州のように、母子保健レベルから生活全般に関わる支援が精神疾患の発症の

予防活動に有効な手立てとなり、精神疾患発症の一次予防という観点から、母親の妊産期から

の生活支援システムを地域に構築することは極めて重要である。

　結論として、現状における国内外の精神疾患発症の予防的な取り組みは、精神疾患が発症す

るリスクの高い若者を対象とした取り組みが主である。加えて、治療的アプローチである医学

モデルを基軸にしていることは否めなく、生活モデルの視点の研究は見受けられない。生活の

連続性の中で生じる家庭内における暴力や貧困は、生活そのものの基盤を揺るがし、そこで生

活する家族構成員にとって精神的に大きなストレスとなり得る。精神疾患が、遺伝的素因に加

えて、環境因子が相互作用することによって発症することが明らかとなっている（精神医学関

連学会 ,2013）ことから、生活支援を基軸とする生活モデルの予防システムの構築が求められる

と考える。2015 年度に全国 150 カ所でモデル事業として行われている子育て世代包括支援セン

ターのシステムなどを参考に、親と子ども支援チームが有機的に統合し（辻本ら ,2016）、母子

保健と児童福祉、精神保健が融合したサービスシステムの構築が求められる。それらのシステ

ムが地域において機能することで、精神疾患発症の要因になり得る貧困や児童虐待、DV 等の発

生予防となり、結果的に精神疾患の発症予防にもつながるであろう。
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